


官民データって何？

データデータ データ データ

官民データ

データ

官民データではない

対象外
個人が管理する機器（ｽﾏｰﾄ
ﾌｫﾝやパソコンなど）にのみ保
存されている電子データ

地方公共団体 独立行政法人 事業者国 個人
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官民データ活用推進基本法（H28.12.14）

•この法律において「官民データ」とは、電磁的記録に記録された情報（国の安
全を損ない、公の秩序の維持を妨げ、又は公衆の安全の保護に支障を来すこ

とになるおそれがあるものを除く。）であって、国若しくは地方公共団体又は独

立行政法人若しくはその他の事業者により、その事務又は事業の遂行に当た

り、管理され、利用され、又は提供されるものをいう。

基本法第２条
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計画の策定
国

都道府県

市町村
国の計画に
即して策定

市町村官民データ
活用推進計画

【官民データ活用推進基本計画】
・ 施策に関する基本方針
・ 国における官民データ活用
・ 地方公共団体等における官民データ活用の促進
・ 重点的に講ずべき施策 等

官民データ活用推進
基本計画

各地方公共団体が、
国の計画に即して計画
を策定することにより、
整合性を確保

都道府県計画を勘案して策定

都道府県官民データ
活用推進計画

国の計画に
即して策定
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地方公共団体の果たすべき役割
条項 項目 条文（抜粋）

第９条 官民データ活用推進計
画の策定

都道府県は、官民データ活用推進基本計画に即して、当該都道府県の区域における
官民データ活用の推進に関する施策についての基本的な計画（都道府県官民データ
活用推進計画）を定めなければならない
市町村は、官民データ活用推進基本計画に即し、かつ、都道府県官民データ活用推
進計画を勘案して、当該市町村の区域における官民データ活用の推進に関する施策
についての基本的な計画（市町村官民データ活用推進計画）を定めるよう努めるもの
とする

第５条 官民データ活用推進 地方公共団体は、官民データ活用の推進に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、
その地方公共団体の区域の経済的条件等に応じた施策を策定及び実施する

第１１条 オープンデータの推進 国及び地方公共団体は、自らが保有する官民データについて、個人及び法人の権利
利益、国の安全等が害されることのないようにしつつ、国民がインターネットその他の
高度情報通信ネットワークを通じて容易に利用できるよう、必要な措置を講ずる

第１５条 システム改革・BPR 国及び地方公共団体は、官民データ活用に資するため、相互に連携して、自らの情
報システムに係る規格の整備及び互換性の確保、業務の見直しその他の必要な措置
を講ずる

官民データの利用環境の整備を図り、事務負担の軽減、
地域課題の解決、県民等の利便性向上に寄与する。5



「愛知県官民データ活用推進計画」の策定
① 策定体制の構築
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• あいちICT活用推進本部に「愛知県官民データ活用推進計画策定会議」を設置

 

(平成30年4月設置)



「愛知県官民データ活用推進計画」の策定

 

② 計画の位置づけ
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「愛知県官民データ活用推進計画」の策定

③ 策定時期

④ 策定スケジュール等

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

あいちICT戦略プラン2020
あいちICTプラン・官民データ活用推進計画2025

（仮称）
新プラン

県推進計画

平成３１年度末を目途
国の「官民データ活用推進基本計画」で
は、平成32年度（2020年度）末までの全
都道府県の計画策定を、ＫＰＩとして設定
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「愛知県官民データ活用推進計画」の策定

• 手続における情報通信の技術の利用等に係る取組（オンライン化原則）

• 官民データの容易な利用等に係る取組（オープンデータの推進）

• 個人番号カードの普及及び活用に係る取組（マイナンバーカードの普及・活用）

• 利用の機会等の格差の是正に係る取組（デジタルデバイド対策等）

• 情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等に係る取組
（標準化、デジタル化、システム改革、BPR）

⑤ 基本方針
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情報企画課が実施してきたオープンデータに
関する事業
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•2014年3月 「愛知県オープンデータカタログ」を開設

•2016年3月 「あいちICT戦略プラン2020」策定

•2016年7月 「愛知県オープンデータカタログ」サイト運用ガイドライン策定



今年度情報企画課が実施した（予定含む）
オープンデータ関係事業
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•2018年4月～6月 県の行政保有データ（統計関連）の棚卸し調査を実施

•2018年7月 県政世論調査（オープンデータについて）を実施

•2018年10月 「愛知県オープンデータカタログ」に意見受付ﾌｫｰﾑを設置

•2018年12月 NPOとの意見交換会（アイデアソン）を実施

•2019年2月 「オープンデータニーズ調査」を実施予定



オープンデータ関係事業の内容
項目 内容

行政保有データ棚卸し調査
（2018年4～6月実施）

愛知県が保有しているデータ（今回は統計関連データの
み）について、全庁に対し棚卸し調査を実施し、行政保有
データをリスト化

オープンデータニーズ調査
（2019年2月実施予定）

リスト化された行政保有データを基に、事業者や大学等
に対し、オープンデータの利活用にかかるニーズ調査を
実施

オープンデータ化重点対象データの
選定（2019年度実施予定）

ニーズ調査に基づき、重点的にオープンデータ化する対
象データを選定
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選定したオープンデータ化重点対象デー
タについて、オープンデータ化するため
の具体的な取組みを推進計画に記載



オープンデータニーズ調査のお願い

•ニーズ調査の結果は、各市町村にも提供いたします。
•関連事業者や関係団体等への周知広報をお願いします。
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ご清聴ありがとうございました
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